
障害者差別解消支援地域協議会 
障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

（障害者差別解消支援地域協議会） 
第十七条 国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、教育その他の障害者の自立と社会参加に関連する分野の事務に従事するもの   
     （以下この項及び次条第二項において「関係機関」という。）は、当該地方公共団体の区域において関係機関が行う障害を理由とす 
     る差別に関する相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、 
     関係機関により構成される障害者差別解消支援地域協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 
   ２ 前項の規定により協議会を組織する国及び地方公共団体の機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員とし 
     て加えることができる。 
     一 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法人その他の団体 
     二 学識経験者 
     三 その他当該国及び地方公共団体の機関が必要と認める者 
 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針 

第５ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項 

４ 障害者差別解消支援地域協議会 
（1）趣旨 
   障害者差別の解消を効果的に推進するには、障害者にとって身近な地域において、主体的な取組がなされることが重要である。地域にお 
  いて日常生活、社会生活を営む障害者の活動は広範多岐にわたり、相談等を行うに当たっては、どの機関がどのような権限を有しているか 
  は必ずしも明らかではない場合があり、また、相談等を受ける機関においても、相談内容によっては当該機関だけでは対応できない場合が 
  ある。このため、地域における様々な関係機関が、相談事例等に係る情報の共有・協議を通じて、各自の役割に応じた事案解決のための取 
  組や類似事案の発生防止の取組など、地域の実情に応じた差別の解消のための取組を主体的に行うネットワークとして、障害者差別解消支 
  援地域協議会（以下「協議会」という。）を組織することができることとされている。協議会については、障害者及びその家族の参画につ 
  いて配慮するとともに、性別・年齢、障害種別を考慮して組織することが望ましい。内閣府においては、法施行後における協議会の設置状 
  況等について公表するものとする。 
（2）期待される役割 
   協議会に期待される役割としては、関係機関から提供された相談事例等について、適切な相談窓口を有する機関の紹介、具体的事案の対  
  応例の共有・協議、協議会の構成機関等における調停、斡旋等の様々な取組による紛争解決、複数の機関で紛争解決等に対応することへの  
  後押し等が考えられる。 
   なお、都道府県において組織される協議会においては、紛争解決等に向けた取組について、市町村において組織される協議会を補完・支 
  援する役割が期待される。また、関係機関において紛争解決に至った事例、合理的配慮の具体例、相談事案から合理的配慮に係る環境の整  
  備を行うに至った事例などの共有・分析を通じて、構成機関等における業務改善、事案の発生防止のための取組、周知・啓発活動に係る協 
  議等を行うことが期待される。 


